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１．はじめに

総務省から示された平成18年5月の「新地方公会計制度研究会報告書」および同年8月の「地方公共

団体における行政改革の更なる推進のための指針の策定について」により、地方自治体も財務書類４表

（貸借対照表・行政コスト計算書・純資産変動計算書・資金収支計算書）の整備が連結ベースで求めら

れることになりました。これに従い、平成19年10月の「新地方公会計制度実務研究会報告書」等に基

づき、西宮市の財務書類を作成しました。

平成20年度決算の財務書類については、「総務省方式改訂モデル（以下改訂モデル）」により作成し

ました。改訂モデルでは、有形固定資産の耐用年数や減価償却開始年度の考え方が変更され、売却可能

資産の項目が新設されたこと、投資・出資金に対する強制評価減や投資損失引当金、未収金に対する回

収不能見込額といった考え方が新設され、未収金も長期延滞債権と区分されることになり、従来のモデ

ルとは大きく変更されています。改訂モデルは、決算統計（総務省へ提出している決算情報）を活用

し、財務書類を作成するものです。このため、個々の資産把握や複式簿記による仕訳処理を必要とせず

に作成でき、全国的に多くの自治体が採用しています。

しかしながら、新地方公会計モデルによる公会計改革の本来の目的を視野に入れると、資産管理・複

式簿記による仕訳に基づいた財務書類の作成が必要となります。また、改訂モデルにおいても、段階的

な資産把握や複式簿記への移行が課題とされています。

西宮市では、資産管理の推進と複式簿記による会計処理への移行が、市の財政運営のために有意義な

情報を提供できるインフラになると考えており、新財務会計システムと連携した財務書類システムの運

用準備を進めてきました。

そして、平成21年度決算から「基準モデル」による財務書類を公表し、平成26年度決算においても

引き続き「基準モデル」による財務書類を作成しました。

なお、改訂モデルや基準モデルのほか独自モデルなど様々なモデルが存在する中、平成27年1月に総

務省から示された「統一的な基準による地方公会計の整備促進について」では、すべての地方公共団体

において、遅くとも平成28年度決算から「統一的な基準」による財務書類等の作成が要請されていま

す。

２．基準モデルについて

　「基準モデル」は、資産・負債などのストック情報を網羅的に把握し、個々の取引情報を発生主義に

より複式仕訳した伝票を一件ずつ積上げることにより、財務書類を作成します。これにより、資産や負

債について、土地・建物や公共用財産施設、地方債といった性質別の項目により一覧表示し、全体像を

表すことが可能となる一方、資産負債データや仕訳伝票データを分析することにより、将来的には事業

別や施設別など、より細かい管理単位で資産の状況や行政コストを把握・分析することも可能な仕組み

になっています。

　事業用資産およびインフラ資産として計上される固定資産について、「基準モデル」導入年度（平成

21年度）の期首残高について資産把握を行い、取得価額または公正価値による評価を行いました。ま

た、固定資産を積上げにより整理したことにより、固定資産の性質ごとに耐用年数を設定することが可

能となり、「改訂モデル」にくらべ、よりきめ細かな資産評価を実施しています。
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３．対象となる会計および団体について

　以下の会計・団体を連結対象とし、それぞれの単位で、財務書類を作成しています。

  普通会計とは、一般会計に区画整理清算費特別会計等四つの特別会計を含めたものです。

  単体とは、普通会計に病院事業会計等四つの企業会計と、国民健康保険特別会計等五つの特別会計を含

めたものです。

  連結とは、単体に一部事務組合・広域連合、地方公社、第三セクター等を含めたものです。

一般会計

区画整理清算費特別会計

中小企業勤労者福祉共済事業特別会計

公共用地買収事業特別会計

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

企業会計 病院事業会計

水道事業会計

工業用水道事業会計

下水道事業会計

その他の 国民健康保険特別会計

公営事業会計 食肉センター特別会計

農業共済事業特別会計

介護保険特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

一部事務組合 阪神水道企業団 丹波少年自然の家事務組合

・広域連合 兵庫県後期高齢者医療広域連合

地方公社 西宮市土地開発公社

第三セクター等 （一財）西宮市都市整備公社 西宮都市管理（株）

普通会計

単 体

連 結
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４．財務書類の概要
（１）作成する財務書類

　①貸借対照表

　会計年度末における資産や負債の状況を一覧的に表したものです。資産と負債の差が純資産で、負

債が将来世代が負担すべき額であるのに対し、純資産は今までの世代が蓄積してきた額を示します。

　②行政コスト計算書

　一会計期間における、資産形成を伴わない経常的な行政活動に伴う純経常行政コストを表していま

す。経常費用から経常収益を差し引いたものが、税収等でまかなうべき純経常行政コストで、純資産

変動計算書における財源の使途として、純資産を減らす要因となります。

　③純資産変動計算書

　一会計期間において、貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目がどのように変動したかを

表しています。期末残高は貸借対照表の純資産の金額と一致します。

　④資金収支計算書

　一会計期間における、行政活動に伴う現金などの資金の流れを、経常的収支、資本的収支、財務的

収支の三つの区分に分けて表しています。期首残高にそれぞれの収支差額を加えたものが期末残高と

なり、貸借対照表の資産の部に「資金」として表示されます。

地方公社 西宮市土地開発公社

第三セクター等 （一財）西宮市都市整備公社 西宮都市管理（株）

（公財）西宮市国際交流協会 （公財）西宮スポーツセンター

（公財）西宮市文化振興財団 （社福）西宮市社会福祉協議会

（株）鳴尾ウォーターワールド

- 2 -



（２）作成方針等

①基準日

　平成27年3月31日を基準日としています。なお、出納整理期間中（平成27年4月1日～平成27年

5月31日）の取引は、年度末に終了したものとして処理しています。

②主要な会計方針

ア　事業用資産およびインフラ資産の会計処理

・取得価額が50万円以上のものを資産計上しています。

　（所有権移転外ファイナンスリースについては、契約総額300万円以上）

・事業用資産については、定額法により減価償却していますが、インフラ資産については減価償却相

　当額を純資産より直接減額する方法によっています。

イ　引当金の計上基準及び算定方法

・貸倒引当金は、その性質に応じ、個別判断を行ったものと、過去の不納欠損率を使用し統計的な手

　法により算出したものがあります。

・賞与引当金は、翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支

【財務書類４表の相互関係】
貸借対照表 行政コスト計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書

借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方
資産 負債 経常費用 経常収益 〔期首残高〕 〔期首残高〕

〔うち資金〕 財源の使途 財源の調達 経常収入 経常支出
純経常行政コスト 〔うち純経常行政コスト〕 資本的収入 資本的支出

資産の減少 資産の増加
財務的収入 財務的支出

純資産 期末残高（＋） 期末残高
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・賞与引当金は、翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支

　給対象期間の割合を乗じた額を計上しています。

・退職給付引当金は、会計年度末で特別職を含む全職員が普通退職した場合の退職金を、「勤続年数

　ごと職員数×平均俸給月額×退職手当の支給率」を基本に、地方公共団体財政健全化法と同様の算

　出方法による推計を使用しています。なお、連結先において個別に引当金を計上している会計・団

　体については、その数値を採用しています。

・損失補償等引当金は、履行すべき額が確定していない損失補償債務のうち、地方公共団体財政健全

　化法上、将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。

ウ　売却可能資産について（市単体）

・平成26年度末における売却可能資産は土地355百万円です。

・売却可能資産の範囲は、当該年度の翌年度当初予算において売却方針が定まり、財産収入として予

　算措置されている資産としています。

エ　地方公営企業会計基準の見直しに伴う「みなし償却制度の廃止」について

・地方公営企業法の改正により、平成26年度から地方公営企業会計の基準が見直されました。その

　中で、従前は公営企業が補助金等によって取得した償却資産については、みなし償却制度（補助金

　等を充当した金額相当分を減価償却の対象から除外する制度）が認められていましたが、新会計制

　度適用後は廃止となり、みなし償却を採用していた資産については当初から減価償却を行っていた

　ものとして処理しています。それによって、基準モデル上の資産の部においてインフラ資産が減少

　し、同様に純資産の部において直接資本減耗が増加したことにより純資産残高が減少しました。な

　お、当該会計処理による影響は平成26年度に限定されます。

③その他

　各表に表示されている合計数値は、端数処理の関係上、その内訳の単純合計と一致しない場合があ

ります。
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（３）貸借対照表（BS Balance Sheet）

・貸借対照表の意義

・普通会計、単体、連結における貸借対照表の概要

構成比 構成比

１．金融資産 5.6% 4.6%

資金 0.9% 1.2%

金融資産（資金を除く） 4.7% 3.4%

債権 1.5% 1.0%

有価証券 0.0% 0.1%

投資等 3.2% 2.3%

２．非金融資産 94.4% 95.4%

事業用資産　*1 29.0% 29.6%

有形固定資産 28.7% 29.3%

無形固定資産 0.3% 0.3%

インフラ資産等　*2 65.4% 65.8%

100.0% 100.0%資産合計

（単位：百万円）

67,985

49,809

14,862

1,377

7.9%

0.3%

7.6%

1.5%

0.0%

80,966

18,176

資産の部

3,539

92,289

17,866

　会計年度末における資産、負債の状況を一覧的に示すことによって、地方公共団体の財政状況を

表します。

100.0%

構成比

418,973

6.2%

92.1%

74,424

1,114,007

409,736

単体

13,635

67,331

21,114

00

33.9%

33.8%

0.0%

普通会計

95,828

33,569

965,171

1,466,989

1,399,005

433,834

429,472

4,362

414,683

4,290

連結

944,076

1,444,014

負債の部

46,216

1,363,049

704,271

1,209,835

409,356

58.2%

380

税や保険料などの未収金、貸付金

基金や出資金など
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構成比 構成比

１．流動負債 2.5% 2.7%

地方債（短期）・短期借入金 1.7% 1.8%

その他 0.8% 1.0%

２．非流動負債 17.9% 18.5%

地方債（長期）・長期借入金 15.4% 15.9%

引当金　*3 1.8% 1.8%

その他 0.8% 0.8%

20.4% 21.3%

79.6% 78.7%

100.0% 100.0%

6,220

193,839 16.0%

171,162

11.4%

1.8%

22,678 1.9%

1.4%

構成比

0.5%

16,457

純資産合計

負債・純資産合計 1,466,9891,209,835 100.0%

普通会計

1,444,014

258,487

221,737

連結

39,983

12,186

単体

36,716

24,530

11,234

311,745

1,155,244

純資産の部

負債合計

0.9%

1,015,995 84.0%

137,813

22,054

*1　事業用資産とは、行政サービスの提供のために所有されている資産であり、庁舎や学校、公営住宅等の建物や
       底地、物品等の資産です。

*2　インフラ資産は、地方公共団体が都市基盤整備を行うために構築した、道路、公園等の構築物、その底地等の
       資産です。

*3　引当金は、将来的に特定の費用や損失が見込まれる場合に、合理的な見積もりによる金額を負債に計上するもの
　　 です。ここでは退職給付引当金、損失補償引当金を指します。

負債の部

11,295

14.1%

295,203

1,148,812

25,776

10,974

25,974

14,009

271,762

233,604

26,924

1年以内に返済すべき負債

流動負債以外の負債
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　資産と負債の差額である純資産は、普通会計で1,015,995百万円、単体で1,148,812百万円、

連結で1,155,244百万円となっています。

　負債は普通会計で193,839百万円、単体で295,203百万円、連結で311,745百万円あります

が、そのうちの約8割を地方債（借入金を含む）が占めています。次に大きいのは、退職給付や損失

補償等の引当金です。

　資産は普通会計で1,209,835百万円、単体で1,444,014百万円、連結で1,466,989百万円あ

りますが、そのほとんどが事業用資産やインフラ資産等の非金融資産です。そのうち道路や公園等

のインフラ資産がもっとも大きい割合を占めており、普通会計で58.2％、単体で65.4％、連結で

65.8％となっています。普通会計より単体や連結における割合が高くなっていますが、これは連結

先に市の上下水道や阪神水道企業団など、インフラ資産の提供によって事業を行っている公営企業

会計があるためです。

　また、普通会計→単体→連結となるにつれて資産規模は大きくなっていきますが、金融資産の債

権や投資等のように資産の種類によっては逆に小さくなるものもあります。これは普通会計、単

体、連結それぞれにおいて各会計間の取引を相殺していることによるものです。
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（４）行政コスト計算書（PL　Profit and Loss statement）

・行政コスト計算書の意義

・普通会計、単体、連結における行政コスト計算書の概要

構成比 構成比 構成比

100.0% 100.0% 100.0%

　１．人にかかるコスト 23.8% 17.7% 15.7%

（１）人件費 23.2% 17.5% 15.5%

（２）退職給付費用　*2 0.5% 0.2% 0.2%

　２．物にかかるコスト 25.2% 21.3% 17.3%

（１）物件費 7.3% 7.2% 5.4%

（２）減価償却費 6.1% 4.0% 3.4%

（３）経費 11.9% 10.0% 8.4%

　３．移転支出的なコスト 48.5% 58.1% 63.9%

（１）他会計への支出 6.9% 0.0% 0.0%

（２）社会保障給付 26.1% 48.1% 59.4%

　一会計期間における資産形成を伴わない経常的な行政活動に伴う純経常行政コストを表していま

す。「経常費用」には、経常的な行政サービスを提供するために発生したコストを計上し、「経常

収益」には使用料・手数料などの受益者負担相当分を計上しています。

　このため、純経常行政コストは特定サービスの受益者以外が負担すべきコスト、すなわち税収等

によりまかなうべきコストを示したものになっています。

（単位：百万円）

8,463

経常費用　*1

45,017

14,158

16,474

8,931

0

105,150

21,927

166,430

0

154,615

21,949

126,897

38,134

513

46,539

15,812

普通会計

138,823

33,012

32,254

35,024

10,087

連結

260,465

40,947

40,310

637758

単体

218,513

38,647

67,369

9,594

36,187

8,777

議員や職員の給与など

消耗品費、維持修繕費など

委託料など

扶助費、

保険給付費など
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（３）補助金等 15.6% 10.0% 4.5%

　４．その他のコスト 2.5% 2.9% 3.1%

（１）公債費（利払）等 2.5% 2.9% 3.1%

7.8% 13.5% 20.0%

　使用料・手数料等 7.8% 13.5% 20.0%

-92.2% -86.5% -80.0%

*1　資産形成に結びつかない経常的な行政サービスを提供するために発生する費用です。

*2　退職給付引当金を追加引当するための費用です。

*4　経常費用と経常収益の差額である純額の行政コストのことです。

3,418

経常収益　*3

純経常行政コスト　*4

3,418

10,767

8,071

52,001

6,431

29,540

29,540

△ 188,973

10,767

△ 128,056

　

52,001

△ 208,463

21,588

8,071

21,747

6,431

11,814

　経常費用と経常収益の差額である純経常行政コストは、普通会計で△128,056百万円、単体で△

188,973百万円、連結で△208,463百万円となっています。

　経常費用のうち、もっとも大きな割合を占めるのは社会保障給付や補助金といった移転支出的な

コストであり、全体に占める割合は、普通会計で48.5％、単体で58.1％、連結で63.9％となって

います。

　単体、連結ベースでは、社会保障給付の割合が普通会計の26.1％にくらべ、単体で48.1％、連結

で59.4％と大きくなっています。これは単体で国民健康保険特別会計や介護保険特別会計、連結で

兵庫県後期高齢者医療広域連合などの給付費が計上されていることがおもな要因です。

*3　行政サービス等に対する対価性のあるものとして、地方公共団体が、当該行政サービス等の提供あるいは利益を受け
       る特定の者から徴収する使用料・手数料や、資産売却益、受取利息等の収益です。

保険給付費など
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（５）純資産変動計算書（NWM Net Worth Matrix）

・純資産変動計算書の意義

・普通会計、単体、連結における純資産変動計算書の概要

普通会計 単体 連結

1,001,598 1,153,352 1,163,019

純経常行政コスト △ 128,056 △ 188,973 △ 208,463

その他の財源の使途　*1 △ 20,189 △ 37,708 △ 43,608

財源の調達 152,696 233,183 257,225

地方税 91,734 91,734 91,734

地方交付税 7,597 7,597 7,597

補助金等移転収入 35,315 67,433 88,855

その他 18,049 66,419 69,039

資産評価替・無償受入　*2 8,982 9,351 8,785

その他 965 △ 20,394 △ 21,713

1,015,995 1,148,812 1,155,244

*1　調達した財源を、純経常行政コストに充当した残りについての使途を表しています。

　一会計期間において、貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目がどのように変動
したかを表しています。

期首純資産残高

（単位：百万円）

期末純資産残高

*2　事業用資産のうち、土地については路線価を基準として毎年評価替を行うこととしており、その評価損益が
　　 資産評価替として計上されます。
　　 無償受入について、無償で土地や建物、物品等の資産を受入れた場合に、適正な価格で評価を行います。

国県等からの

支出金
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　調達した財源の内訳としては、普通会計では地方税が最も大きく、その次に補助金等移転

収入が大きくなっています。単体および連結でも普通会計と同様に、地方税と補助金が大き

な割合を占めていますが、その他財源として、社会保険料等による収入が大きいのも特徴で

す。

　普通会計については、地方税や補助金などで調達した財源を純経常行政コスト等に充当

し、資産の評価替益などと合わせた結果、純資産残高は期首1,001,598百万円から

14,397百万円増加し、1,015,995百万円となっています。

　一方、単体および連結については、期首から期末にかけての純資産残高はそれぞれ4,541

百万円、7,775百万円減少しています。おもな要因としては、地方公営企業会計の基準見直

しに伴う「みなし償却制度の廃止」による影響で、過年度分の直接資本減耗（インフラ資産

の償却分）が大幅に増加したことによるものです。これにより普通会計で増加した純資産残

高が、単体および連結においては減少することとなりました。

　　 無償受入について、無償で土地や建物、物品等の資産を受入れた場合に、適正な価格で評価を行います。
　　 その受入金額が無償受入として計上されます。
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（６）資金収支計算書（CF Cash flow statement）

・資金収支計算書の意義

①経常的収支の部：資本的収支の部、財務的収支の部に計上されない収支を計上しています。

②資本的収支の部：固定資産や長期金融資産形成に係る支出および固定資産の売却、長期金融資

③財務的収支の部：地方債の発行、償還ならびに地方債の支払利息などを計上しています。

・普通会計、単体、連結における資金収支計算書の概要

経常的支出

経常業務費用支出

移転支出

経常的収入

地方税

地方交付税

補助金等移転収入

経常業務収益収入

その他

資本的支出

固定資産形成支出　*1

7,597

67,433

△ 20,192

△ 12,325

△ 21,515

　一会計期間における、行政活動に伴う現金などの資金の流れを性質の異なる三つの活動に分け

て表示しています。

　                     産償還に係る収入を計上しています。

34,216

単体

31,679

普通会計

19,586経常的収支

連結

（単位：百万円）

資本的収支 △ 13,611

△ 128,935 △ 206,882 △ 248,036

148,521 238,560 282,253

△ 79,925

△ 126,956

△ 61,566

△ 67,369

△ 23,617

△ 18,184

△ 25,100

92,017

42,436

△ 81,604

△ 166,432

51,591

7,597

88,611

92,017

△ 6,522

△ 17,520

35,315

3,037

92,017

7,597

29,407

42,106

10,555
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固定資産形成支出　*1

長期金融資産形成等支出　*2

その他の資本形成支出

資本的収入

固定資産売却収入

長期金融資産償還等収入　*3

その他の資本処分収入

支払利息支出

元本償還支出

地方債発行等収入

経費負担割合変更に伴う差額

*1　固定資産形成支出とは、土地や建物などの固定資産を取得するための支出です。

*2　長期金融資産形成等支出とは、貸付金や出資金などの長期金融資産を形成するための支出です。

*3　長期金融資産償還等収入とは、貸付金の償還や出資金の返還による収入です。

△ 14,333

△ 4,815

△ 31,500

2,743

285

△ 12,325

397

△ 2,530

16,165

－

13,635

－

3,539

19,773

35

18,176

△ 1,632

期末資金残高

財務的収支

期首資金残高 7,140

△ 9,577

△ 2,327

△ 18,996

11,746

△ 3,602当期資金収支額

3,909

△ 1,055

365

2,489

17,886

△ 14,017

△ 4,580

△ 10,763

△ 18,184

△ 6,333

△ 583

123

3,157

305

21,981

　普通会計、単体、連結いずれの区分においても経常的収支はプラスで、資本的収支、財務的収

支がマイナスとなっています。

　経常的収支、資本的収支、財務的収支の合計である当期資金収支額は、すべての区分において

マイナスであり、資金残高は期首にくらべ減少しています。

　これは土地開発公社が市からの貸付金約55億円を原資としてアサヒビール西宮工場跡地の一部

を購入したことなどにより、単年度の資金収支が悪化したことによるものです。

△ 6,522

△ 9,944

1,055

3,425 3,585

△ 27,323

△ 528

を購入したことなどにより、単年度の資金収支が悪化したことによるものです。
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（７）前年度比較

・貸借対照表（連結）

H26 H25 増減

１．金融資産 67,985 68,844 △ 859

資金 18,176 19,773 △ 1,597

金融資産（資金を除く） 49,809 49,071 737

債権 14,862 16,435 △ 1,573

有価証券 1,377 1,627 △ 250

投資等 33,569 31,009 2,560

２．非金融資産 1,399,005 1,415,617 △ 16,612

事業用資産 433,834 430,582 3,252

有形固定資産 429,472 426,161 3,311

無形固定資産 4,362 4,421 △ 59

インフラ資産等 965,171 985,035 △ 19,864

1,466,989 1,484,461 △ 17,472

H26 H25 増減

１．流動負債 39,983 38,923 1,060

地方債（短期）・短期借入金 25,974 26,436 △ 462

その他 14,009 12,487 1,522

２．非流動負債 271,762 282,519 △ 10,757

地方債（長期）・長期借入金 233,604 241,172 △ 7,569

引当金 26,924 28,915 △ 1,991

その他 11,234 12,432 △ 1,198

負債の部

（単位：百万円）

資産合計

資産の部

その他 11,234 12,432 △ 1,198

負債合計 311,745 321,442 △ 9,697

純資産の部 H26 H25 増減

純資産合計 1,155,244 1,163,019 △ 7,775

1,466,989 1,484,461 △ 17,472

　前年度と比較すると、資産では金融資産が859百万円、非金融資産が16,612百万円

それぞれ減少しており、全体として17,472百万円減少しました。金融資産の減少要因

は、公共施設保全積立基金や国民健康保険等の基金残高の増により投資等が2,560百万

円増加する一方、税等未収金の減により債権が1,573百万円、アサヒビール西宮工場跡

地の取得により資金が1,597百万円それぞれ減少したことによるものです。非金融資産

の減少要因は、事業用資産がアサヒビール西宮工場跡地の取得や土地の評価替えなどに

よって3,252百万円増加する一方、地方公営企業会計の「みなし償却制度の廃止」に伴

う影響により、インフラ資産等が19,864百万円減少したことによるものです。

　負債は、地方債残高の減等により、前年度にくらべて9,697百万円減少しています。

　結果として資産と負債の差額である純資産は7,775百万円減少しましたが、これは

「みなし償却制度の廃止」による影響が大きく、実態としての財務状況が悪化したもの

ではありません。

負債・純資産合計

- 9 -



・行政コスト計算書（連結） 

H26 H25 増減

260,465 251,458 9,007

１．人にかかるコスト 40,947 41,822 △ 875

（１）人件費 40,310 39,749 561

（２）退職給付費用 637 2,073 △ 1,436

２．物にかかるコスト 45,017 42,719 2,298

（１）物件費 14,158 13,535 624

（２）減価償却費 8,931 8,868 64

（３）経費 21,927 20,317 1,611

３．移転支出的なコスト 166,430 159,313 7,116

（１）他会計への支出 0 0 0

（２）社会保障給付 154,615 149,097 5,518

（３）補助金等 11,814 10,216 1,598

４．その他のコスト 8,071 7,603 467

（１）公債費（利払）等 8,071 7,603 467

52,001 52,179 △ 178

　 使用料・手数料等 52,001 52,179 △ 178

△ 208,463 △ 199,279 △ 9,184

　経常費用が9,007百万円増加していますが、これは人にかかるコストが875百万円減

経常収益

純経常行政コスト

経常費用

（単位：百万円）

　経常費用が9,007百万円増加していますが、これは人にかかるコストが875百万円減

少する一方、移転支出的なコストが7,116百万円、物にかかるコストが2,298百万円、

その他のコストが467百万円それぞれ増加しているためです。

　人にかかるコストの減少要因は、退職手当の支給水準の引下げに伴い退職給付費用

（退職手当の当期引当分）が1,436百万円減少したことによるものです。

　移転支出的なコストの増加要因は、おもに国民健康保険や介護保険などの社会保障給

付が5,518百万円増加したことによるものです。また臨時福祉給付金や子育て世帯臨時

特例給付金の皆増などにより、補助金等が1,598百万円増加したことも移転支出的なコ

ストの増加要因となっています。

　物にかかるコストの増加要因は、予防接種委託料や市営住宅管理料などの増により経

費が1,611百万円増加したこと、また小学校の増改築や市営住宅の建替えによる解体費

用などの物件費が624百万円増加したことによるものです。

　その他のコストの増加要因は、公債費の利払いが減少する一方、兵庫県後期高齢者医

療広域連合の国庫支出金返納金等が増となったことなどによるものです。

　経常収益は178百万円の減となっており、結果として経常費用から経常収益を差し引

いた純経常行政コストは9,184百万円増加しています。
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・純資産変動計算書（連結）

H26 H25 増減

期首純資産残高 1,163,019 1,148,409 14,609

純経常行政コスト △ 208,463 △ 199,279 △ 9,184

その他の財源の使途 △ 43,608 △ 33,738 △ 9,870

財源の調達 257,225 247,942 9,283

地方税 91,734 90,145 1,589

地方交付税 7,597 8,493 △ 896

補助金等移転収入 88,855 84,453 4,401

その他 69,039 64,851 4,188

資産評価替・無償受入 8,785 7,086 1,699

その他 △ 21,713 △ 7,402 △ 14,311

期末純資産残高 1,155,244 1,163,019 △ 7,775

　純資産を減少させる要因として純経常行政コストが9,184百万円増となったほか、地

方公営企業会計の基準見直しに伴う「みなし償却制度の廃止」により、当年度および過

年度分の直接資本減耗が増加したことにより、その他の財源の使途が9,870百万円増、

その他が14,311百万円の減となっています。

　一方で、純資産を増加させる要因として財源の調達が9,283百万円増加しました。こ

（単位：百万円）

れは兵庫県後期高齢者医療広域連合の国庫支出金が増となったことなどにより補助金等

移転収入が4,401百万円増加したこと、また「みなし償却制度の廃止」の影響として財

源の調達（その他）が4,188百万円増加したことによるものです。

　結果として期末純資産残高は前年度にくらべ7,775百万円減少しています。
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・資金収支計算書（連結）

H26 H25 増減

経常的収支 34,216 37,502 △ 3,286

経常的支出 △ 248,036 △ 237,557 △ 10,479

経常業務費用支出 △ 81,604 △ 78,266 △ 3,339

移転支出 △ 166,432 △ 159,292 △ 7,140

経常的収入 282,253 275,060 7,193

地方税 92,017 89,813 2,204

地方交付税 7,597 8,493 △ 896

補助金等移転収入 88,611 84,248 4,363

経常業務収益収入 51,591 50,949 643

その他 42,436 41,557 879

資本的収支 △ 21,515 △ 18,855 △ 2,660

資本的支出 △ 25,100 △ 23,035 △ 2,065

固定資産形成支出 △ 18,184 △ 16,495 △ 1,689

長期金融資産形成支出 △ 6,333 △ 6,059 △ 274

その他の資本形成支出 △ 583 △ 480 △ 102

資本的収入 3,585 4,180 △ 595

固定資産売却収入 123 2,097 △ 1,975

長期金融資産償還収入 3,157 1,706 1,451

その他の資本処分収入 305 377 △ 71

財務的収支 △ 14,333 △ 18,733 4,399

支払利息支出 △ 4,815 △ 5,525 710

元本償還支出 △ 31,500 △ 32,716 1,216

（単位：百万円）

元本償還支出 △ 31,500 △ 32,716 1,216

地方債発行等収入 21,981 19,508 2,473

当期資金収支額 △ 1,632 △ 85 △ 1,547

期首資金残高 19,773 19,858 △ 85

経費負担割合変更に伴う差額 35 0 35

18,176 19,773 △ 1,597

　経常的収支では、地方税の増や兵庫県後期高齢者医療広域連合に係る分担金収入の増

および負担割合の増などにより、経常的収入が7,193百万円の増となったものの、社会

保障関係経費に代表される移転支出の増などにより、経常的支出が前年度より10,479

百万円の増となり、収支としては3,286百万円の減となりました。

　資本的収支では、アサヒビール工場跡地を取得したことなどにより資本的支出が

2,065百万円の増となる一方、資本的収入が595百万円の減となり、収支としては

2,660百万円の減となりました。

　財務的収支では、公債費の減などにより元本償還支出が1,216百万円、支払利息支出

が710百万円の減となる一方、公営企業の投資的事業の増大に伴う企業債発行額の増な

どにより地方債発行等収入が2,473百万円の増となったことにより、収支としては

4,399百万円の増となりました。

　結果として当期資金収支額が1,547百万円の減となったことから、期末資金残高は前

年度より1,597百万円減少しています。

期末資金残高

年度より1,597百万円減少しています。
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（８）財務書類からわかること

１．将来世代に残る資産・負債はどのくらいあるのか（資産・負債形成度）

　財務書類からはその団体の財務状況について様々なことが読み取れますが、個々の数値だけで

はその意味するところがわかりにくい面があります。そこで財務状況について知りたいテーマ毎

に指標となる情報を見つけ、経年変化などによって分析していくことが重要になります。

　本市では下記の５つのテーマについて財務分析を行いました。なお、分析データは原則として

連結財務書類の数値を用いています。

70.0 350.0

資産・負債形成度に関する指標の推移（連結）（万円） （％）
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１．将来世代に残る資産・負債はどのくらいあるのか 資産・負債形成度 住 民 一 人 当 た り 資 産 額 貸 借 対 照 表

住 民 一 人 当 た り 負 債 額 貸 借 対 照 表

資 産 老 朽 化 比 率 貸 借 対 照 表

２．将来世代と現世代との負担割合は適切なのか 世 代 間 公 平 性 純 資 産 比 率 貸 借 対 照 表

負 債 比 率 貸 借 対 照 表

将 来 世 代 負 担 比 率 貸 借 対 照 表

３．財政に持続可能性があるのか 持 続 可 能 性 基 礎 的 財 政 収 支 資金収支計算書

（ 健 全 性 ）
債 務 償 還 可 能 年 数

貸 借 対 照 表
資金収支計算書

４．行政サービスは効率的に提供されているのか 効 率 性 住民一人当たり行政コスト 行政コスト計算書

行政コスト対公共資産比率
貸 借 対 照 表

行政コスト計算書

５．受益者負担の水準はどうなっているのか 自 律 性 受 益 者 負 担 の 割 合 行政コスト計算書

資産老朽化比率（減価償却累計額÷資産取得価額）

有形固定資産のうち、償却資産の取得価格に対する減価償却累計額の割合を計算することにより、耐用年数に対し
て資産の取得からどの程度時間が経過しているかを全体として把握する指標で、100％に近いほど老朽化が進んで
いると言えます。一般的に35～50％の範囲が標準といわれています。

住民一人当たりの資産額はH26末では303.6万円となっています。経年比較においてはほ

ぼ横ばいとなっていますが、H26末は地方公営企業会計のみなし償却制度廃止の影響により

資産額が減少したため、例年より減少幅がやや大きくなっています。

住民一人当たりの負債額は毎年減少しており、H26末では64.5万円となっています。本

市は阪神・淡路大震災による復旧・復興事業において多額の借金を背負いましたが、その後

着実に返済を進めた結果、現在の水準まで負債を減らしてきました。

資産老朽化比率は緩やかな上昇傾向にあり、H26末時点で62.5％となっています。本市

が保有する資産について、全体として老朽化が進行していることがわかります。

今後は公共施設等の適正配置を進めた上で、既存施設の建替や大規模改修などによって老

朽化に対応していかなくてはならない状況です。

資産・負債形成度に関する分析
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朽化に対応していかなくてはならない状況です。

- 13 -



２．将来世代と現世代との負担割合は適切なのか（世代間公平性）

純資産比率（純資産額÷総資産額）

負債比率（負債額÷純資産額）

将来世代負担比率

（地方債＋借入金＋未払金－臨時財政対策債－臨時税収補塡債－減税補塡債）÷（投資等＋非金融資産－財政・減債基金）

純資産の総資産に対する比率で、安全性や現世代と将来世代との負担の公平性を表します。この比率が高いほど、
将来世代が利用可能な資産を蓄積していることになります。企業会計の「自己資本比率」に相当する指標です。

純資産に対する負債の割合を示すもので、負債比率が低いほど資産形成における借金への依存度が低いことを示し
ます。企業会計の「レバレッジ比率」に相当するものです。

公共資産の整備について、その資金調達をどれくらい負債に依存しているかを示す指標です。公共資産整備におけ
る現世代と将来世代の負担の比重を表すもので、この比率が低いほど将来世代への負担の先送りが小さいことを表
します。一般的に15～40％の範囲が標準といわれています。
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世代間公平性に関する分析

純資産比率はH26末で78.7％となっています。経年ではやや上昇傾向にあり、西宮全体

で将来世代が利用可能な資産の蓄積が緩やかに進んでいるといえます。

負債比率はH26末で27.0％となっています。経年では低下傾向にあり、資産形成におけ

る借金への依存度が低下してきているものと考えられます。

将来世代負担比率はH26末で15.1％となっています。経年ではやや低下傾向にあり、将

来世代への負担の先送りが小さくなっています。

西宮市全体としては、過去・現世代の蓄積によって借金などによる将来世代への負担の先

送りが抑制されており、世代間の公平性は保たれているといえます。今後は同程度の水準を

維持していくことが重要になってきます。
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３．財政に持続可能性があるのか（持続可能性・健全性）

基礎的財政収支（経常的収支＋資本的収支）

公債の元利償還額を除いた歳出と公債発行収入を除いた歳入のバランスを表した指標で、プライマリーバランスと
も呼ばれます。基礎的財政収支が黒字であれば、行政サービスに必要な資金を借金せずに税収でまかなえているこ
とを表しており、持続可能な財政運営であるといえます。
なお、地方公共団体は国とくらべて赤字地方債の発行が制限されるなど建設公債主義がより厳格に適用されるた
め、地方公共団体の基礎的財政収支は国にくらべて黒字化されやすいという特徴があります。
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債務償還可能年数（（地方債残高等－充当可能基金）÷経常的収支）

実質債務（地方債残高等から充当可能基金を控除した実質的な債務）を経常的に確保できる資金で返済した場合に
何年要するかを表したもので、年数が短いほどその団体の債務返済能力が高いことを示します。
なお、充当可能基金は健全化判断比率における将来負担比率の算定に用いた数値を使用しています。

基礎的財政収支（プライマリーバランス）は黒字を維持していますが低下傾向にありま

す。これは社会保障関係経費の増大により、経常的収支の黒字が減少していることがおもな

要因です。なお、H26の減少率が特に大きくなっていますが、これは前述の経常的収支の減

少に加えて、アサヒビール西宮工場跡地の一部を購入したことにより、単年度の資本的収支

が大幅に悪化したことによるものです。なお、これは単年度の臨時的な支出であり、資金収

支計算書における影響も単年度に限定されます。

ただし、今後も社会保障関係経費は伸びていくものと予想され、また公共施設等の老朽化

対策のため一定の改築や建替えを実施していく必要があることから、全体として基礎的財政

収支については縮小傾向で推移していくものと見込んでいます。

債務償還可能年数はH25までは低下傾向にありましたが、H26においては6.7年となって

おり前年度にくらべてやや上昇しています。これは分母である資金収支計算書の経常的収支

が悪化したことによるものです。分子である実質債務は、地方債残高等の減少や充当可能基

金の増加により減少傾向にあるため、今後は基本的には緩やかな低下傾向で推移していくも

のと見込んでいますが、前述のとおり社会保障関係経費の増大により経常的収支の悪化が見

込まれており、経常的収支の減少幅によっては債務償還可能年数が上昇に転じることも考え

られます。
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持続可能性・健全性に関する分析

られます。
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４．行政サービスは効率的に提供されているのか（効率性）

行政コスト対公共資産比率（経常行政コスト÷（事業用資産のうち有形固定資産＋インフラ資産））
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行政コスト対公共資産比率（経常行政コスト÷（事業用資産のうち有形固定資産＋インフラ資産））

行政コストの公共資産に対する比率で、どれだけの資産でどれだけの行政サービスを提供しているかを表します。
公共資産活用の効率性を示す指標で、一般的に10～30％の範囲が標準といわれています。

住民一人当たりの経常費用は増加傾向にあります。おもな要因は社会保障関係経費に代表

される移転支出的なコストで、H22からH26にかけて5.1万円、17.3％の増となっていま

す。社会保障関係経費の増大に伴って、住民一人当たりのコスト負担を押上げていることが

わかります。

人・物にかかるコストは概ね横ばいとなっています。これは人にかかるコストがやや減少

傾向にあるのに対して、物にかかるコストがやや増加傾向にあるためです。なお、H25から

学校給食に係る食材費を公会計に組込んだことにより食糧費などの物件費が増加し、住民一

人当たりの物にかかるコストを増加させる要因となっています。

その他のコストについては、おもに公債費利払いの低減によりH24まで減少傾向にありま

したが、H25以降は後期高齢者医療広域連合の国庫負担金返納金の増などによりやや増加し

ています。

行政コスト対公共資産比率はH26末で18.7％となっています。経年では上昇傾向にあ

り、一見すると公共資産の活用効率が高まってきているようにも見受けられますが、これは

分母である公共資産の水準が安定していることと、分子である経常行政コストのうちおもに

社会保障などの移転支出的なコストの増に起因するものであり、実態としての資産活用効率

が高まっているものとは考えにくい結果となっています。

今後は人・物にかかるコスト、その他のコストについては大きな増減はないと見込んでい

ますが、社会保障関係経費の伸びにより移転的なコストについては増加していくことが予想

されるため、住民一人当たりのトータルコストは逓増していくものと考えています。

効率性に関する分析
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５．受益者負担の水準はどうなっているのか（自律性）

受益者負担の割合（経常収益÷経常費用）

行政サービスの提供に対する対価として得た使用料等（受益者負担）の割合を表します。
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自律性に関する分析

住民一人当たりの経常収益は概ね横ばいとなっていますが、社会保障関係経費の増大によ

り経常費用が逓増しているため、差額の住民一人当たり純経常行政コストも増加傾向にあり

ます。結果として市全体の受益者負担の割合はH25を除いて対前年度で低下しています。

ただし社会保障関係経費については、その性質上必ずしも受益者負担が求められていない

ものが多くあること、またその財源については収益に含まれない国・県からの補助金収入が

大きな割合を占めることから（※１）、実質的な受益者負担の割合が低下しているものでは

自律性に関する分析

（万円）

大きな割合を占めることから（※１）、実質的な受益者負担の割合が低下しているものでは

ないと考えられます。

なお、H25以降がそれ以前にくらべて経常費用及び経常収益とも規模がやや増加していま

すが、これは原則受益者の全額負担である学校給食費を公会計に組込んだ影響によるもので

す。

西宮市全体の受益者負担の割合については、その経年推移は自律性を図る上で重要な基準

と考えています。ただし、その適正な水準については個々の施設や事業の形態によって求め

られる水準が異なるため、市全体の受益者負担割合の経年推移を注視しながらも、施設別・

事業別における分析が課題であると考えています。

（※１ 基準モデルでは、すべての行政サービスの原資となる税収や国・県からの補助金収入が、行政コスト計算

書上の収益ではなく純資産変動計算書上の財源調達として捕捉されます。）
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